
　
　
人
又
は
本
人
と
生
計
を
一
に
す

　
　
る
親
族
の
た
め
に
医
療
費
を
支

払
っ
た
場
合
に
、
一
定
の
金
額
を
医

療
費
控
除
と
し
て
所
得
金
額
か
ら
差

し
引
く
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
控
除
額
の
算
定
方
法
は
、
平
成
20

年
中
に
支
払
っ
た
医
療
費
の
額
か
ら

保
険
金
等
で
補
填
さ
れ
る
額
を
差
し

引
い
た
金
額
か
ら
、
10
万
円
又
は
総

所
得
金
額
等
の
合
計
額
の
5
%
の
何

れ
か
少
な
い
金
額
を
差
し
引
き
、
そ

の
残
額
が
医
療
費
控
除
の
額
と
な
り

ま
す
。
こ
の
控
除
額
は
、
あ
く
ま
で

も
所
得
金
額
か
ら
の
控
除
額
で
、
算

出
税
額
か
ら
直
接
に
差
し
引
く
税
額

控
除
と
は
異
な
り
ま
す
の
で
ご
留
意

く
だ
さ
い
。

　
平
成
20
年
中
に
お
い
て
、
給
与
・

公
的
年
金
等
の
受
給
者
で
所
得
税
が

源
泉
さ
れ
て
い
る
方
、
ま
た
、
個
人

事
業
者
で
平
成
20
年
分
の
確
定
申
告

時
に
申
告
所
得
税
が
生
じ
る
方
に
つ

き
ま
し
て
は
、
医
療
費
控
除
に
係
る

確
定
申
告
（
還
付
申
告
）
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
所
得
税
が
還
付
若
し
く

は
軽
減
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
住
民
税

に
つ
い
て
も
同
様
に
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　
平
成
20
年
中
に
お
い
て
、
国
民
年

金
・
国
民
健
康
保
険
税
等
を
納
め
ら

れ
た
方
、
ま
た
臨
時
雇
用
や
退
職
等

に
よ
る
任
意
継
続
社
会
保
険
料
を
納

め
ら
れ
た
方
で
、
主
に
受
給
し
た
給

与
・
公
的
年
金
等
か
ら
所
得
税
が
源

泉
さ
れ
て
い
る
方
な
ど
、
申
告
を
要

す
る
方
に
つ
い
て
は
、
社
会
保
険
料

控
除
に
係
る
確
定
申
告（
還
付
申
告
）

を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
所
得
税
が
還

付
若
し
く
は
軽
減
さ
れ
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。
な
お
、
住
民
税
に
つ
い
て

も
同
様
に
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　
詳
し
く
は
、
税
務
財
政
課
課
税
係

　
74-

３
０
０
３
ま
で
。
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～控除について～

税務財政課　　　74－3003
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つ
い
て

本

　償却資産とは、土地や家屋以外の事業用の資産（構築物、機械、器具、

備品など）のことをいい、所得税法、法人税法で減価償却費として必要

経費又は損金に参入されるものです。

　償却資産の申告にあたっては、法人事業所は固定資産台帳や法人税申

告書を、個人事業者は所得税確定申告書の減価償却明細書や固定資産の

管理帳簿などをもとに行ってください。

　確定申告書の減価償却明細書に、控除される経費として事業用資産の

申告がなされていても、償却資産申告書には、その資産の記載が漏れて

いるといったことのないよう、必ず確認のうえ適正な申告をお願いいた

します。

　問合せ先　税務財政課課税係（　74-3003）

固定資産税の償却資産の申告を忘れていませんか？
申告は2月2日まで

償却資産とは

家を取壊した方は
家屋の滅失届を
2月2日までに！

　固定資産税は、1月1日現在の所有

者に課税されます。

　未登記の家屋を取壊した方で、ま

だ家屋の滅失届をされていない方は、

2月2日（月）までに税務財政課課税

係へ家屋滅失届を提出してください。

　なお、登記されている家屋につい

ては、札幌法務局室蘭支局へ建物滅

失登記申請書を提出し、滅失の手続

きを行ってください。


